
規 則

�愛媛県規則第３７号
医療法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療法施行細則の一部を改正する規則

第１条 医療法施行細則（平成１４年愛媛県規則第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 医療法施行細則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）…６５２

告 示

○ 学校法人及び私立学校法第６４条第４項の法人の行うことができる収益事業の種類の一部改正………………………………………………（私学文書課）…６６８

○ 医療機関の指定…………………………………………………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）…６６８

○ 指定医療機関の休止の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６６８

○ 指定医療機関の廃止の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６６８

○ 医療機関（指定訪問看護事業者等）の指定…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６６９

○ 介護機関（介護予防事業者）の指定…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６６９

○ 指定医療機関（指定訪問看護事業者等）の変更……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６６９

○ 地籍調査の成果の認証………………………………………………………………………………………………………………………………………（農政課）…６６９

○ 県営土地改良事業の事業計画書の縦覧（４件）……………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…６６９

○ 保安林の指定施業要件の変更予定（２件）…………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…６７０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…６７１

訓 令

○ 愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………（医療対策課）…６７１

選挙管理委員会告示

○ 愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程の一部改正…………………………………………（選挙管理委員会）…６７４

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１ 省略 １ 省略

２ 政令第５条の５の２第２項の申

請書

実施計画認定申請書（様

式第１号の２）

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２８０３号 平成２８年８月３０日

平成２８年８月３０日火曜日 第２８０３号

愛 媛 県 報

６５２



９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省令第３０条の３６の８第１項の申

請書

実施計画変更認定申請書

（様式第１８号の２）

２１ 省略 １９ 省略

２２ 省令第３１条の５の申請書 省略 ２０ 省令第３１条の３の申請書 省略

２１ 省令第３１条の４の申請書 医療法人理事長特例認可

申請書（様式第２１号）

２３ 省令第３１条の５の２第１項の申

請書

省略 ２２ 省令第３１条の５ の申

請書

省略

２４ 省令第３１条の５の３の申請書 医療法人理事長特例認可

申請書（様式第２２号の

２）

２５ 省令第３３条の２５第１項の申請書 省略 ２３ 省令第３２条第１項 の申請書 省略

２６ 省略 ２４ 省略

２７ 省令第３５条の２第１項（省令第

３５条の５において準用する場合

を含む。）の申請書

省略 ２５ 省令第３５条

の申請書

省略

２８ 省令第３５条の８第１項（省令第

３５条の１１において準用する場合

を含む。）の申請書

医療法人分割認可申請書

（様式第２５号の２）

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１～９

省略

１～９

省略

１０ 法第４６条の５の３第２項

（法第４６条の６の２第３項

において準用する場合を含

む。）の請求

医療法人一時役員（一時

理事長）選任請求書（様

式第３５号）

１０ 法第４６条の４第５項

の請求

医療法人仮理事選任請求

書 （様

式第３５号）

１１ 法第４６条の４第６項の請求 医療法人特別代理人選任

請求書（様式第３６号）

１１ 法第４６条の８第４号

の報告

省略 １２ 法第４６条の４第７項第４号

の報告

省略

１３ 法第５０条第３項の届出 医療法人定 款（寄 附 行

為）変更届出書（様式第

３８号）

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５３



１２ 省略 １４ 省略

１３ 法第５４条の９第５項の届出 医療法人定 款（寄 附 行

為）変更届出書（様式第

３９号の２）

１４ 省略 １５ 省略

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 政令第５条の５の４第３項

の届出

実施計画変更届出書（様

式第４８号の２）

２５・２６

省略

２５・２６

省略

様式第１９号（第２条、様式第２０号、様式第２２号、様式第２２号の２関

係） 医療法人設立認可申請書

様式第１９号（第２条、様式第２０号―様式第２２号 関

係） 医療法人設立認可申請書

省略 省略

注１～３ 省略

４ 省略

５ 理事長を医師又は歯科医師でない理事のうちから選出す

る場合にあっては、医療法人理事長特例認可申請書（様式

第２２号の２）を併せて提出すること。

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

注１～３ 省略

４ 理事長を医師又は歯科医師でない理事のうちから選出す

る場合にあっては、医療法人理事長特例認可申請書（様式

第２１号）を併せて提出すること。

５ 省略

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

省略 省略

注１ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記入するか又

は別葉に記載して添付すること。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第５８条の２第１

項 又は第３項（同法第５９条の２におい

て準用する場合を含む。）の手続を経たことを証する書

類

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

様式第３５号（第３条関係） 医療法人一時役員（一時理事長）選任

請求書

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」とい

う。）第５７条第１項又は第３項

の手続を経たことを証する書

類

� 省略

� 法第６０条の場合においては、申請者が同条の規定によ

り選任された者であることを証する書面

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

様式第３５号（第３条関係） 医療法人仮理事選任請求書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５４



第２条 医療法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第１号の次に次の１様式を加える。

医療法人一時役員（一時理事長）選任請求書

省略

医療法人仮理事選任請求書

省略

省略 省略

選任しようとする一時役員（一時理事長） 省略 選任しようとする仮理事 省略

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 省略

３ 次に掲げる書類を添付すること。

� 一時役員又は一時理事長に選任しようとする者の就任

承諾書及び履歴書

� 省略

様式第４９号（第３条関係） 医療法人登記完了届出書

注１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 仮理事 に選任しようとする者の就任

承諾書及び履歴書

� 省略

様式第４９号（第３条関係） 医療法人登記完了届出書

省略 省略

注１ 「登記事項」欄は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第

４４条第１項、第５４条の９第３項、第５５条第６項、第５８条の

２第４項（同法第５９条の２において準用 す る 場 合 を 含

む。）及び第６０条の３第４項（同法第６１条の３において準

用する場合を含む。）の規定による知事の認可に係る事項

に該当するときは、記載を要しない。

２ 省略

注１ 「登記事項」欄は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第

４４条第１項、第５０条第１項 、第５５条第６項及び第５７条

第４項

の規定による知事の認可に係る事項

に該当するときは、記載を要しない。

２ 省略

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５５



様式第１号の２（第２条関係） 実施計画認定申請書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５６



様式第１８号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５７



様式第１８号の２（第２条関係） 実施計画変更認定申請書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５８



様式第２１号を次のように改める。

様式第２１号 削除

様式第２２号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６５９



様式第２２号の２（第２条、様式第１９号関係） 医療法人理事長特例認可申請書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６０



様式第２５号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６１



様式第２５号の２（第２条関係） 医療法人分割認可申請書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６２



愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６３



様式第３６号を次のように改める。

様式第３６号 削除

様式第３８号を次のように改める。

様式第３８号 削除

様式第３９号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６４



様式第３９号の２（第３条関係） 医療法人定款（寄附行為）変更届出書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６５



様式第４８号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６６



様式第４８号の２（第３条関係） 実施計画変更届出書

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号

６６７



告 示

�������
�愛媛県告示第９８１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９８２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように休止した旨の届出があった。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９８３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

１ この規則は、平成２８年９月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の医療法施行細則の規定により提出されている書類は、改正後の医療法施行細則の規定により提出された

書類とみなす。

�愛媛県告示第９８０号
学校法人及び私立学校法第６４条第４項の法人の行うことができる収益事業の種類（平成２１年４月愛媛県告示第４９６号）の一部を次のように

改正し、告示の日から施行する。

この告示の施行の際現に収益事業の種類を寄附行為に記載している学校法人及び私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人

は、当該寄附行為に記載している収益事業を引き続き行う場合においては、この告示の規定にかかわらず、当該寄附行為を変更することを

要しない。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 私立学校法第２６条第１項（同法第６４条第５項において準用する

場合を含む。）の規定により愛媛県知事の所轄に属する学校法人

及び同法第６４条第４項の法人（以下「学校法人等」という。）の

行うことのできる収益事業（当該学校法人等の設置する学校の教

育の一環として又はこれに付随して行われる事業を除く。以下

「収益事業」という。）は、２に掲げるものであって、次のいず

れにも該当しないものでなければならない。

� 省略

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条各項（第２項、第３項及び第１２項を除

く。）に規定する営業及びこれらに類似する方法によって経営

されるもの

�～� 省略

２ 収益事業の種類は、日本標準産業分類（平成２５年１０月総務省告

示第４０５号）に定めるもののうち、次に掲げるものとする。

�～� 省略

３ 省略

１ 私立学校法第２６条第１項（同法第６４条第５項において準用する

場合を含む。）の規定により愛媛県知事の所轄に属する学校法人

及び同法第６４条第４項の法人（以下「学校法人等」という。）の

行うことのできる収益事業（当該学校法人等の設置する学校の教

育の一環として又はこれに付随して行われる事業を除く。以下

「収益事業」という。）は、２に掲げるものであって、次のいず

れにも該当しないものでなければならない。

� 省略

� 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条各項（第２項及び第３項 を除

く。）に規定する営業及びこれらに類似する方法によって経営

されるもの

�～� 省略

２ 収益事業の種類は、日本標準産業分類（平成１９年１１月総務省告

示第６１８号）に定めるもののうち、次に掲げるものとする。

�～� 省略

３ 省略

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

佐 伯 歯 科 診 療 所 西条市丹原町湯谷口甲２７
３ 平成２８年７月１１日

高田矯正歯科クリニック 宇和島市保田甲１９１６番地
１ 平成２８年７月１日

木 屋 薬 局 八幡浜市１５２６番地 平成２８年８月１日

み ゆ き 薬 局 宇和島市御幸町二丁目１
番１３号 平成２８年８月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 休止年月日

宇和島市国民健康保険九島
診療所

宇和島市百之浦１３６２番地
１ 平成２８年３月３１日
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�愛媛県告示第９８７号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

新居浜市 萩生治良丸の一
部

平成２３年度から
平成２４年度まで

新居浜市萩生字治
良丸の一部の地籍
図及び地籍簿

大洲市 長浜の一部 平成２６年度から
平成２７年度まで

大洲市（長浜の一
部）の地籍図及び
地籍簿

２ 認証年月日

平成２８年８月３０日

�������
�愛媛県告示第９８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

宇和島市柿原、寄松、宮下、光満、高串、坂下津、三浦、住吉町、

小浜、石応、大浦、藤江、白浜、蛤、百之浦、本九島、和霊町及び

蕨地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規

�愛媛県告示第９８４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関（指定訪問看護事業者等）の指定訪問看護事業等を行う事業

所の所在地が次のように変更された。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

み ゆ き 薬 局 宇和島市御幸町二丁目１
－１３ 平成２８年７月３１日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社Ｌｉｅｎ 伊予市米湊６００番地１ ぐんちゅう絆 訪問看護ステ
ーション

伊予市米湊６００番地１フォル
テｋｉｄｏ２０３号 平成２８年３月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人恩賜財団済生会
支部愛媛県済生会 松山市山西町９９７番地１ 済生会今治老人保健施設希望

の園 今治市喜田村七丁目１番６号 平成２８年４月１日

有限会社介護サービスひかり 大洲市多田甲６４２番地 有限会社介護サービスひかり 大洲市東大洲１３３９番地７ 平成２８年７月４日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町８番
１５－７０１号

訪問看護ステーション花みか
ん

（変更後）
伊予郡松前町上高柳５０３番地
４

平成２８年５月１９日
（変更前）
伊予郡松前町昌農内６１３番地
４
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定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供す

る。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・宇和島地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年８月３１日から９月２９日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所本庁

�������
�愛媛県告示第９８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

八幡浜市日土町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同

条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写し

を縦覧に供する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・日土地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年８月３１日から９月２９日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所八幡浜庁舎

�������
�愛媛県告示第９９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

八幡浜市保内町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同

条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写し

を縦覧に供する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・保内地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年８月３１日から９月２９日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所八幡浜庁舎

�������
�愛媛県告示第９９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

大洲市東大洲地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条

第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを

縦覧に供する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・東大洲地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年８月３１日から９月２９日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所本庁

�������
�愛媛県告示第９９２号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町僧都８５４、８５５の１、８５５の２、８８０、８９０

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び愛南

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９９３号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘和口９１７の１（次の図に示す部分に限

る。）、９４１、９５２から９５４まで、９６７、９６８、９７１から９７３まで、

９７４の１、９７４の２、１１３４、１１３５、１１５０、１１５１、１１５３、１１５４

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘長月２４６３（次の図に示す部分に限る。）、

２４５９、２４６０の１、２４６０の２、２４６１、２４６２、２４６４、２４６５の３、２４

６７、２６１８、御荘菊川５４５の１から５４５の９まで、１４２１、１４２４の１、

１４２４の２、１４２８、１４３１、１４３２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

愛 媛 県 報平成２８年８月３０日 第２８０３号
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訓 令

３� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘長月２２１０の１、２２１０の６、２２１４、２２１５、

２２１６の１、２２１７、２２１８

� 保安林として指定された目的

干害の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び愛南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第９９４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１１号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第９７５４号 平成２７年
３月４日 檜垣造園 檜垣 秀次 今治市四村３３６ 平成２８年

７月４日
土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、造園工事業

建設業の廃止

（般－２７）第１５８３０号 平成２７年
１０月２１日 �ジーケイエス 藤村 純� 今治市小泉４－４－４６ 平成２８年

７月１２日 電気工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第４０６６号 平成２３年
７月２８日 �藤田工務店 藤田 勝彦 新居浜市土橋１－４－５６ 平成２８年

７月１９日 土木工事業 建設業の廃止

（般－２６）第６６８８号 平成２７年
２月１７日 �河端組 河端 廣 新居浜市宮原町７－２２ 平成２８年

７月２１日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第１３５３１号 平成２３年
７月１７日 �原田産業 原田 耕治 西条市三芳３５７－５ 平成２８年

７月２８日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１６１０４号 平成２４年
５月１０日 伊予路開発 鈴木潤一郎 四国中央市土居町土居２１

４８
平成２８年
７月２９日

土木工事業
とび・土工工事業
舗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

企

画

課

１～４

省略

企

画

課

１～４

省略

５ 医

療法

（昭

和２３

１～３ 省略 ５ 医

療法

（昭

和２３

１～３ 省略

４ 医療法人に関すること。 ４ 医療法人に関すること。

� 省略 � 省略

� 実施計画の認定（第４２条の２第 ○
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年法

律第

２０５

号）

の施

行に

関す

る事

務

２項、第４２条の３第１項、第３

項）

年法

律第

２０５

号）

の施

行に

関す

る事

務

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 理事の数の認可（第４６条の５第

１項）

○ � 理事の数の認可（第４６条の２第

１項）

○

� 管理者の一部を理事に加えない

ことの認可（第４６条の５第６項）

○

� 一時役員及び一時理事長の選任

（第４６条の５の３第２項、第４６条

の６の２第３項）

○

� 理事長の選出の認可（第４６条の

６第１項）

○ � 理事長の選出の認可（第４６条の

３第１項）

○

� 仮理事及び特別代理人の選任

（第４６条の４第５項、第６項）

○

� 監事からの報告書の受理（第４６

条の８第４号）

○ � 監事からの報告書の受理（第４６

条の４第７項）

○

� 管理者の一部を理事に加えない

ことの認可（第４７条第１項）

○

� 定款又は寄附行為の変更の認可

及び届出の受理（第５０条）

○

	・
 省略 	・
 省略

� 定款又は寄附行為の変更の認可

及び届出の受理（第５４条の９第３

項、第５項）

○

� 省略 � 省略

 省略 � 省略

� 省略  省略

� 合併の認可（第５５条第７項、第

５８条の２第４項、第５項、第５９条

の２）

○ � 合併の認可（第５７条

）

○

� 分割の認可（第５５条第７項、第

６０条の３第４項、第５項、第６１条

の３）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 実施計画の変更の認定及び届出

の受理（政令第５条の５の４第１

項、第３項）

○

� 実施計画の実施状況を記載した

書類等の受理（政令第５条の５の

５）

○

� 実施計画の認定の取消し（第６４

条の２第２項、政令第５条の５の

６第１項、第２項）

○
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（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

５～７ 省略 ５～７ 省略

６～２２

省略

６～２２

省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

医

療

対

策

課

１ 医

療法

の施

行に

関す

る事

務

１～２６ 省略 医

療

対

策

課

１ 医

療法

の施

行に

関す

る事

務

１～２６ 省略

２７ 実施計画の認定（第４２条の

２第２項、第４２条の３第１

項、第３項）

○

２８ 省略 ２７ 省略

２９ 省略 ２８ 省略

３０ 医療法人の理事の数の認可

（第４６条の５第１項）

○ ２９ 医療法人の理事の数の認可

（第４６条の２第１項）

○

３１ 管理者の一部を医療法人の

理事に加えないことの認可

（第４６条の５第６項）

○

３２ 一時役員及び一時理事長の

選任（第４６条の５の３第２

項、第４６条の６の２第３項）

○

３３ 医療法人の理事長の選出の

認可（第４６条の６第１項）

○ ３０ 医療法人の理事長の選出の

認可（第４６条の３第１項）

○

３１ 仮理事及び特別代理人の選

任（第４６条の４第５項、第６

項）

○

３４ 医療法人の監事からの報告

書の受理（第４６条の８第４

号）

○ ３２ 医療法人の監事からの報告

書の受理（第４６条の４第７

項）

○

３３ 管理者の一部を医療法人の

理事に加えないことの認可

（第４７条第１項）

○

３４ 医療法人の定款又は寄附行

為の変更の認可及び届出の受

理（第５０条第１項、第３項）

○

３５・３６ 省略 ３５・３６ 省略

３７ 医療法人の定款又は寄附行

為の変更の認可及び届出の受

理（第５４条の９第３項、第５

項）

○
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選挙管理委員会告示

附 則

この訓令は、平成２８年９月１日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第５４号
愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程（平成６年１０月愛媛県選挙管理委員会告示第２５号）の一

部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２８年８月３０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３８ 省略 ３７ 省略

３９ 省略 ３８ 省略

４０ 省略 ３９ 省略

４１ 省略 ４０ 省略

４２ 医療法人の合併の認可（第

５５条第７項、第５８条の２第４

項、第５項、第５９条の２）

○ ４１ 医療法人の合併の認可（第

５５条第７項、第５７条第５項、

第６項 ）

○

４３ 医療法人の分割の認可（第

５５条第７項、第６０条の３第４

項、第５項、第６１条の３）

○

４４ 省略 ４２ 省略

４５ 省略 ４３ 省略

４６ 省略 ４４ 省略

４７ 省略 ４５ 省略

４８ 省略 ４６ 省略

４９ 実施計画の変更の認定及び

届出の受理（医療法施行令第

５条の５の４第１項、第３

項）

○

５０ 実施計画の実施状況を記載

した書類等の受理（医療法施

行令第５条の５の５）

○

５１ 実施計画の認定の取消し

（第６４条の２第２項、医療法

施行令第５条の５の６第１

項、第２項）

○

５２ 省略 ４７ 省略

５３ 省略 ４８ 省略

２～２３

省略

２～２３

省略

改 正 後 改 正 前

第４号様式（選挙運動用自動車使用証明書の様式）（第４条関係）

その１

省略

第４号様式（選挙運動用自動車使用証明書の様式）（第４条関係）

その１

省略

省略 省略
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備考

１～３ 省略

４ 公費負担の限度額は、選挙運動用自動車１台につき１日当

たり次の金額までです。

� 省略

� �以外の場合 １５，８００円

５～７ 省略

その２ 省略

その３ 省略

第５号様式（ビラ作成証明書の様式）（第４条関係）

省略

備考

１～３ 省略

４ 公費負担の限度額は、選挙運動用自動車１台につき１日当

たり次の金額までです。

� 省略

� �以外の場合 １５，３００円

５～７ 省略

その２ 省略

その３ 省略

第５号様式（ビラ作成証明書の様式）（第４条関係）

省略

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれ

ぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとおりです。

� 省略

� 限度額

ア 確認された作成枚数が５０，０００枚以下の場合

７円５１銭（単価）×当該作成枚数＝限度額

イ 確認された作成枚数が５０，０００枚を超える場合

３７５，５００円＋５円２銭×（当該作成枚数－５０，０００）

当該作成枚数

＝単価……１銭未満の端数は切上げ

単価×当該作成枚数＝限度額

第６号様式（ポスター作成証明書の様式）（第４条関係）

省略

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれ

ぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとおりです。

� 省略

� 限度額

ア 確認された作成枚数が５０，０００枚以下の場合

７円３０銭（単価）×当該作成枚数＝限度額

イ 確認された作成枚数が５０，０００枚を超える場合

３６５，０００円＋４円８８銭×（当該作成枚数－５０，０００）

当該作成枚数

＝単価……１銭未満の端数は切上げ

単価×当該作成枚数＝限度額

第６号様式（ポスター作成証明書の様式）（第４条関係）

省略

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれ

ぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとおりです。

� 省略

� 限度額

ア 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポス

ター掲示場数が５００以下の場合

３１０，５００円＋５２５円６銭×ポスター掲示場数
＝単価…

ポスター掲示場数

１円未満の端数は切上げ

単価×確認された作成枚数＝限度額

イ 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポス

ター掲示場数が５００を超える場合

５７３，０３０円＋２７円５０銭×（ポスター掲示場数－５００）

ポスター掲示場数

＝単価…１円未満の端数は切上げ

単価×確認された作成枚数＝限度額

第７号様式（請求書の様式）（第５条関係）

その１ 省略

（別紙）その１ 省略

その２

請求内訳書（一般乗用旅客自動車運送事業者以外の者

との契約により自動車を使用した場合）

備考

１～３ 省略

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれ

ぞれの契約に基づく公費負担の限度額は、次のとおりです。

� 省略

� 限度額

ア 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポス

ター掲示場数が５００以下の場合

３０１，８７５円＋５１０円４８銭×ポスター掲示場数
＝単価…

ポスター掲示場数

１円未満の端数は切上げ

単価×確認された作成枚数＝限度額

イ 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポス

ター掲示場数が５００を超える場合

５５７，１１５円＋２６円７３銭×ポスター掲示場数 －５００）

ポスター掲示場数

＝単価…１円未満の端数は切上げ

単価×確認された作成枚数＝限度額

第７号様式（請求書の様式）（第５条関係）

その１ 省略

（別紙）その１ 省略

その２

請求内訳書（一般乗用旅客自動車運送事業者以外の者

との契約により自動車を使用した場合）
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� 自動車の借入れ � 自動車の借入れ

省略 省略

年 月 日
円 台 円

（ ）×（ ）＝

円 台 円

１５，８００×（ ）＝
円 年 月 日

円 台 円

（ ）×（ ）＝

円 台 円

１５，３００×（ ）＝
円

�������������������������������
�������������������������������

�������������������������������
�������������������������������

年 月 日
円 台 円

（ ）×（ ）＝

円 台 円

１５，８００×（ ）＝
円 年 月 日

円 台 円

（ ）×（ ）＝

円 台 円

１５，３００×（ ）＝
円

省略 省略

備考 省略

�・� 省略

その２ 省略

（別紙）

請 求 内 訳 書

備考 省略

�・� 省略

その２ 省略

（別紙）

請 求 内 訳 書

省略 省略

備考

１ Ｄ欄には、次により算出した額を記載してください。

� 確認書により確認された作成枚数が５０，０００枚以下の場合

７円５１銭

� 確認書により確認された作成枚数が５０，０００枚を超える場

合

３７５，５００円＋５円２銭×（当該作成枚数－５０，０００）

当該作成枚数

……１銭未満の端数は切上げ

２～４ 省略

その３ 省略

（別紙）

請求内訳書

備考

１ Ｄ欄には、次により算出した額を記載してください。

� 確認書により確認された作成枚数が５０，０００枚以下の場合

７円３０銭

� 確認書により確認された作成枚数が５０，０００枚を超える場

合

３６５，０００円＋４円８８銭×（当該作成枚数－５０，０００）

当該作成枚数

……１銭未満の端数は切上げ

２～４ 省略

その３ 省略

（別紙）

請求内訳書

省略 省略

備考

１ 省略

２ Ｄ欄には、次により算出した額を記載してください。

� 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポスタ

ー掲示場数が５００以下の場合

３１０，５００円＋５２５円６銭×ポスター掲示場数
…１円未

ポスター掲示場数

満の端数は切上げ

� 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポスタ

ー掲示場数が５００を超える場合

５７３，０３０円＋２７円５０銭×（ポスター掲示場数－５００）

ポスター掲示場数

…１円未満の端数は切上げ

３～５ 省略

備考

１ 省略

２ Ｄ欄には、次により算出した額を記載してください。

� 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポスタ

ー掲示場数が５００以下の場合

３０１，８７５円＋５１０円４８銭×ポスター掲示場数
…１円未

ポスター掲示場数

満の端数は切上げ

� 当該選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポスタ

ー掲示場数が５００を超える場合

５５７，１１５円＋２６円７３銭×（ポスター掲示場数－５００）

ポスター掲示場数

…１円未満の端数は切上げ

３～５ 省略

平成２８年８月３０日 発行
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